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１．研究計画の概要 
 
本申請にかかる研究では、近年各国で行政
改革の一環として進められつつある公私協
働の現象を中心に、契約手法の実態的、法制
度的な検討とそこで蓄積されつつある行政
目的達成のための規範の実体を分析・整理す
るとともに、それらの法的コントロールのた
めの制度と手法・その現状を明らかにする。
わが国においては、ＰＦＩ事業や指定管理者
の制度のように、実務レベルでは、指定機関
制度とならんで様々な契約手法が多用され
つつあるが、一方で、そこで公共性を実現す
るための契約内容の実体的な内容・指定行為
による相手方への規制内容、その法的な統制
のための制度の構築、争訟方法の整備・拡充
などの議論は、十分な展開をみせていない。
一方、ドイツを中心とするＥＵおよびＥＵ諸
国においては、ＥＵの公共調達法制の整備や
共通市場政策の影響もあり、そうした現代的
な行政契約現象（各種の Konzession, PFI, 
PPP, 行政主体間調達）をめぐる法的統制の
ための法制度の整備や争訟的な統制が進展
しつつある。その中には、伝統的な、建設工
事・物品調達・役務調達の分野でのいわゆる
公共調達にとどまらない、様々な行政目的実
現をめざした公私協働のための契約手法と
その法的統制のための議論が含まれつつ、展
開をみせている。また、単なるサービスの調
達にとどまらない、行政目的達成のための手
段としての内容拡張もなされつつある。 
具体的には、こうしたドイツを中心とする
ＥＵの行政契約をめぐる実体法、争訟法制と
裁判例の蓄積を、比較法的手法により調査分

析する作業を通じて、日本における行政契約
法制の内容的な充填と、争訟制度の拡張をめ
ざすための基礎作業を行う。 
 本研究は、まさに以上のような伝統的な公
共調達にとどまらない、新たな行政の契約手
法の拡大を対象としながら、その法的統制の
ための行政法・その他の法分野による議論、
法制度および裁判例の展開を、比較法的な手
法により究明し、わが国における当該分野で
の法学的議論への知見を得んとするための
作業である。 
 
２．研究の進捗状況 
 
 (1) 比較法的な検討の素材として、ＥＵで
の公共調達関連指令のその後の改正論議を
客観的に跡づけて、現在のＥＵレベルでの公
共調達法制がどのような内容に発展してき
ているかを明らかにし、またその国内措置と
して、ドイツにおける公共調達指令の国内措
置の改正論議と現状を明らかにし、伝統的な
公共調達以外の分野での法的統制をめぐる
議論についての文献を収集し、調査・分析を
進めることができた。ドイツでは、競争制限
禁止法改正等を内容とする「公共調達の現代
化に関する法案」が議決され、中小企業に配
慮した公共調達改正がなされる中で、さらに
公共調達に関する権利保護手続の効率化、事
後審査手続の迅速化のための制度改革を実
施した。 
 (2) 公私協働の事例研究の一環として、新
たにドイツでのｅＩＤカードについて重点
的に調査研究も進めた。ドイツでは、同カー
ドの法整備がなされ電子的な本人確認情報



(eID)の官民共用のしくみが着実に整備され
つつあるが、その技術的、法制度的な仕組み
や進展状況はわが国ではほとんど調査研究
がなされていないため、特に、公私協働的な
電子的基盤整備の事例研究として、研究を重
点的に進めた。eID カードを官民共用する法
制度的な構想の下で、一方では個人情報保護
のための本人による eIDの利用の自己決定の
しくみが実装され、官民のセクター毎に利用
可能な個人情報のカテゴリーが設定され、そ
の上で本人による同意を通じて利用許諾す
る仕組みが実装され、法制度が整備されてい
ることについての調査研究結果を公表した。
行政が発行する本人確認情報に基づいて、官
民の各種サービスが実現され、しかもその際
に個人情報のコントロールのしくみが実装
されている点を明らかにするとともに、同プ
ロジェクトのこうした試みが、わが国での電
子政府、電子社会における官民のＩＤ情報共
用のあり方に対して、個人情報保護の観点か
らひとつのモデルとして参考となりうるこ
とも明らかとなった。 
 
３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している。 
 公私協働を支える公共調達法制、行政契約
法制の現状と課題については、EU の法制とド
イツの法制について、一定の調査研究を進め
てくることができ、また、こうした従来から
の発展的研究とあわせて、新たな情報基盤法
制での公私協働・官民共用基盤法制の整備に
ついても、ドイツの先進的な法整備について、
調査・検討を進め、わが国にとって参考とな
る法制上、実務上の課題も明らかにすること
ができている。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 最終年度の具体的推進方策は、次のとおり。 
①第一の具体的課題： ドイツの eID カード
法制を EU のｅＩＤに関する各国の法制度の
比較の中に位置づけ、その特徴を明らかにす
るとともに、De-Mail サービス法の具体的な
内容と実務の展開の中で、認証における公私
協働・官民共用基盤の具体的な法制度的な知
見と課題を明らかにすること。 
②第二の具体的課題： EU の公共調達指令の
改正状況と、ドイツでの国内措置の内容、公
私協働事例等についての比較法的な検討の
成果をとりまとめること。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
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